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はじめに 

 

 本報告書は、平成 17 年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので

ある。 

 社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。 

 部会設置以来、これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必

要となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘してきた。また、

平成 16 年に行われた財政再計算については、その聴取資料を基に各制度の安定性、公平

性に関して財政検証を行っている。これらの内容については、部会議事の公開、報告資

料や議事録の厚生労働省ホームページへの掲載等を通じて、その内容を国民に広く提供

してきた。 

本報告では、各制度からの平成 17 年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況

を横断的に一覧できるようにわかりやすくまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び財政再計算との比較を行っ

た。なお、今年度から、比較対象を平成 16 年財政再計算としている。 

平成 13 年度分から、毎年、報告書を作成・公表しているが、今年度は、新たに年金財

政の観点から制度横断的に比較・分析した単年度収支状況による分析を行ったほか、今

回実績と平成 16 年財政再計算との乖離要因については、積立金、収支比率及び積立比率

について分析を行っている。 

 現在、被用者年金制度の一元化法案が国会に提出されており、また、次回、平成 21 年

における「財政の現況及び見通しの作成」・財政再計算に向けた検討も始められようとし

ている。これらの議論では、各制度間の現状の比較は欠くことのできないものである。 

 本報告書が公的年金の財政状況理解の一助となり、ひいては年金制度に関する議論に

資することができれば幸いである。 
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第１章 公的年金の概要 

１ 公的年金とは 

公的年金は、老後を始め、障害や死亡の場合の所得保障を図るものである。現在、

その財政は、現役世代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい

う世代間扶養を基本としつつ、一定の積立金を保有し活用することにより将来世代の

負担を緩和する仕組みとなっている。 

公的年金は、古くは恩給及び官業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設

された。現在は、国民年金（基礎年金）と厚生年金保険（以下、厚生年金という）、さ

らに国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校教職員共済制度の３つの

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障

制度審議会に年金数理部会が設置された昭和 55 年当時には、これら５つの制度の他、

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、日本電信電話共済：以下

旧三共済という）、農林漁業団体職員共済組合（以下、旧農林年金という）があったが、

いずれも厚生年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って

いる。 

本報告書では、主として、平成７年度からの動きについて見ており、その後に統合

があった旧三共済と旧農林年金については、おおむね厚生年金に含めている。なお、

国民年金を除く各年金を被用者年金と総称する。 

 

２ 体系（国民年金と被用者年金との関係） 

公的年金の体系は図で示すと、次頁のとおりである（図表 1-2-1）。 

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の｢基礎年金｣の制度である。被用者年金各

制度の被保険者・組合員・加入者（以下、被保険者という）は国民年金の第２号被保

険者となり注、その被扶養配偶者(20 歳以上 60 歳未満の者に限る。）は同第３号被保険

者となる。第２号、第３号被保険者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者とそ

の配偶者、家族従業者、無職の者などで 20 歳以上 60 歳未満の者は同第１号被保険者

となる。そして原則として 65 歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年

金制度の被保険者期間を有する者は、当該被用者年金の支給開始年齢到達以後、基礎

年金とは別に当該被用者年金も併せて受給する。なお、国民年金には基礎年金以外に

付加年金や寡婦年金といった独自給付がある。 

注 65 歳以上の者にあっては、老齢・退職年金の受給権を有さない者に限られる。 
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図表 1-2-1 公的年金の体系 

 

３ 一元化の推進 

 我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持って発足、発展してきた。その後、制

度間での制度的、財政的な差異が制度自体の安定性と加入者間の公平性に問題を生じ

るようになり、その対応策として公的年金の一元化が推進されている。１でみた、制

度の統合もその一環である。さらに、平成 16 年財政再計算では、平成 13 年３月 16 日

付け閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済と地共済にお

いては財政単位一元化が図られ、私学共済では掛金率を従前よりも前倒しして引き上

げていくこととされた。 

さらなる対応策を推進するため、平成 18 年 4 月 28 日付け閣議決定「被用者年金制

度の一元化に関する基本方針について」に従い具体案が検討され、平成 18 年 12 月 19

日に政府・与党合意として、被用者年金の太宗を占める厚生年金に公務員及び私学教

職員も加入することとし、２階部分の年金は厚生年金に統一することとされ、平成 19

年４月に、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険等の一部を改正す

る法律案」が国会に提出されたところである。 

 

職域相
当部分

国
共
済

地
共
済

私
学
共
済

国民年金（基礎年金）

自営業者等
第２号被保険者
の被扶養配偶者

民間サラリーマン 公務員等

第１号被保険者 第３号被保険者 第２号被保険者

注　厚生年金基金は老齢厚生年金の一部を国に代わって支給する（図中「代行部分」）。

厚生年金

(代行部分)

厚生年金
基金

共済年金
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